
(第 49期 )
貸 借 対 照 表

(平成 29年 3月 31日 現在 )
岩国サンプロダクツ株式会社

科 目 金  額 科 目 金  額

(資 産 の 部 )

流 動

日町

ユ

繰

資 産
払

延  税
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替    金
金  資 産

固 定 資 産

円

( 88,663,585)

88,663,585

81,214

85,477,718

3,104,653

(負 債 の 部 )

流 動 負 債

未     払    金
未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預     り    金

(純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資  本  金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金

(う ち当期純利益)

円

( 33,156,629)

33,156,629

5,384,380

24,201,321

1,378,898

2,192,030

( 55,506,956)

55,506,956

30,000,000

2,249,177

23,257,779

23,257,779

23,257,779

5,015,503

資 産 合 計 88,663,585 狼 債 ・ 純 資 産 合 計 88,663,585



(第 49期 )

個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記 )

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券
子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの………決算日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの………移動平均法による原価法

定
定
定
定

算
算
算
算

り

り

り

り

よ

よ

よ

よ

棚卸資産か
製
原
仕
貯

材  料
掛  品
蔵  品

総平均法による原価法
総平均法による原価法
総平均法による原価法
総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

2.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く)
………建物 (建物附属設備を除く)並びに平成28年 4月 1日 以降に取得した
建物附属設備及び構築物は定額法

………その他の有形固定資産は定率法

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)
………ソフ トウェア (自 社利用)については、社内における利用可能期間 (5年 )
に基づく定額法

………その他の無形固定資産は定額法

(3)リ ース資産 所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
なお、所有権移転外ファイナンス・ リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年 3月 31日 以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によつている。

3.消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によつている。

4.連結納税制度の適用
連結納税制度を適用している。

(株主資本等変動計算書に関する注記 )

1.当該事業年度の末日における発行済み株式の総数
普通株式     6, OOO株

(関連当事者 との取引に関する注記 )

該当項目なし

(重要な後発事象に関する注記 )

当社は、平成 29年 2月 13日 開催の取締役会において、当社を存続会社として、共和工業株式会社を
吸収合併することを決議し、平成 29年 4月 1日 付で吸収合併しました。

1.取引の概要
(1)結合当事企業の名称およびその事業の内容

①存続会社

企業の名称 :岩国サンプログクツ株式会社
事業の内容 :旭化成建材爛岩国工場におけるALC製 造工程の内、

仕上、デザイン加工、アー トミュール塗装の請負



②消滅会社

企業の名称
事業の内容

共和工業株式会社
旭化成建材帥岩国工場におけるALC製 造工程の内、
ラス防錆、補修、スリムウォールカ日工の請負

(2)企業結合日
平成 29年 4月 1日

(3)企業結合の法定形式
当社を存続会社とする吸収合併方式とし、共和工業株式会社は解散いたします。

(4)結合後企業の名称
岩国サンプログクツ株式会社

(5)取引の目的を含む取引の概要
本取引は、共和工業株式会社を吸収合併し岩国工場内の請負業務の合理化、
効率化を目的とするものです。
なお、本件は旭化成建材株式会社の 100%子 会社同士 (兄弟会社)の吸収合併と
なるため、本合併による新株式の発行及び合併交付金の支払は行われません。

2.実施予定の会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準第21号 平成25年9月 13日 )及び 「企業結合会計基準及び
事業分離等会計基準に関する適用指針」 (企業会計基準適用指針第10号 平成25年 9月 13日 )に基づき、
同一の親会社に支配されている子会社同士 (兄弟会社同士)の取引として会計処理を行います。


